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IISE理事として私は「デジタル技術を生かし、継続可能で強靭な社会の実現に向けて取り組むとともに、次世代

を担う子供たちに「きぼうの未来圏」を届けられるような活動をしたい」と考えています。しかし「きぼうの未来圏」の

ステージである地球環境は、かつてと異なり大きく変化しています。我々はそうした変化に対応していかなければな

らないのです。今回、私が中心となってNECの皆さんと一緒に練り上げたThoughtをここに提示します。

このVISION誌で環境に対する考えと、NECグループが有している様々な環境ソリューションの有用性やその価値を、

改めて社会に訴求したいと考えています。

野口　防災・減災、特に天災が非常に多い地域は、たとえば

アジアでいえば洪水などの異常気象や、日本でいえば地震な

どがあります。災害が起きた場合に、まずは災害の現状把握を

しっかりと行うことが重要ですが、さらにその先の予測をしっか

りするところから、逆に将来生じるであろうCO2の急増を抑え

ていくという観点も重要だと考えますがいかがでしょうか？

寺澤　地球温暖化問題でCO2を減らすという緩和は重要で

すが、そうはいっても災害は起きてしまうので、それに対する

対応策として防災は大事なのは間違いありません。たとえば、

山火事で失われる森林、燃焼によるCO2排出が大きいので、

それを早く予知し、防災や減災の試みを行うということは、

地球温暖化問題に伴って起きる弊害に対して大きくプラスに

なると思います。

カーボンクレジット化とICT利活用
野口　たとえばビルが1棟倒れると、新しく造るためのコンク

リートに伴い排出されるCO2量も軽視できません。そういった

ものを、仮想的に防災・減災から逆算する形のクレジットと

してルール化するとよいよいというアイディアもあります。今の

スコープ1、2、3には入ってこない話になりますが、国や地域と

して防災・減災に取り組むことで、それがクレジットになるよう

なことは、あるのでしょうか？

寺澤　たとえば森林火災と捉えたときに、それらの減少は

CO2排出減少に大きく寄与します。そうした現状をしっかりと

把握する、それこそ衛星といったツールでモニタリングをしな

がら、それをしっかりクレジット化することが考えられます。野口

理事が指摘したように、CO2排出を抑えていることで評価し、

クレジット化するということです。これにはルールメイキングも

重要ですし、さらにきちんと現状をモニタリングする過程でICT

が使えるのではないかと思います。

石黒　JAXA＊4が運用しているNECの地球観測衛星「しきさ

い」がありますが、今の寺澤理事長のご指摘での防災の観点

からも、そうした気候変動やそれに伴う火災などの観測・見え

る化というのは可能になりますね。

金融面によるカーボンニュートラル推進の可能性
藤沢　GFANZ＊5については、勢いよく始まったものの、今は

アメリカの大きな企業など何社かが抜け始めているので、

崩壊の可能性もあるのではないかと最近感じています。

寺澤　GFANZについては、特に最近は現実的な移行期間

が必要で、このままでは実現できないという認識が出てきてい

ます。意味ある投資とそうではないものをある程度仕分けがで

きるようにするガイダンスの議論が活発化すると、GFANZが、

現実的なものにできるのではないかと考えます。

政府のみならずシンクタンクからも情報発信を
藤沢　日本がカーボンフリーな燃料としてのアンモニアが

重要といっても、EUがそれを締め付けてくる状況があります。

ヨーロッパのルール作りに対して、日本がカウンターパートの

ようにできるルール作りや、仲間づくりについてはどのように

お考えでしょうか？

寺澤　たとえば、アジア・ゼロエミッション共同体があります。

アジアの実態に応じたルールメイキング、意味のあるトランジ

ションに対して何が良いか悪いかの認識、そのような仕組みを

アジアで作ることによって、世界に発信発信していくことです。

仕組み作りは欧米が得意ですが、成長機会とCO2の排出は

圧倒的にアジアなので、アジアの現実を踏まえたファイナンス

のルールを作っていくことは、アジアからの発信ということで、

アジア・ゼロエミッション共同体は期待できます。日本に必要

なのは世界の変化を感じ取り、世界の発信地となるしたたかさ

とリーダーシップです。そこではアジアと組むことも必要です

し、場合によってはG7の他の国への働きかけもあり得ます。

政府のみならず、そこは私どもやNEC、IISEなどのシンクタンク

などから発信をしていくことが重要かと思います。

野口　私たちIISEも現在、ソートリーダーシップ活動として、

課題探索からはじめる「気づき」を起点に、未来の構想と道筋

を自ら描き、世界の人 と々「未来の共感」を育み、「新たな価値

の創造」と社会への実装を目指すことを目的に様々な活動を

行っていこうとしています。こうした一連の活動の中で、しっか

りとした情報発信活動も行っていこうと考えています。

炭素の4Rは重要
野口　環境分野での活動にあたっては、エネルギー問題は避

けては通れない重要な事項であると思います。そこで、最近の

エネルギー周辺における脱炭素の動向はどうでしょうか？

寺澤　日本のエネルギー供給状況・利用状況ですが、省エネ

の相対優位は縮まっていて、省エネ改善スピードが鈍化し

ています。また、再エネは劇的に進化しましたが、今後は今

までのような劇的コスト削減は望めません。そういう現状を

ふまえ、炭素は4Rの推進として、リデュース、リユース、リサ

イクル、そしてリムーブすることが重要だと考えます。この

非電力分野を中心とする4R技術は、水素が一つの鍵であ

るといえます。

国際ルールメイキングへの対応
野口　こうした技術への取り組みは、一企業や日本だけで

取り組むのでは効果が限られていますが、海外での動向はど

うでしょうか？

寺澤　国際的動向ですが、CO2排出にかかるスコープ3＊1

についても開示を推奨するという流れになってきています。世

界ではTCFD＊2対に基づいて、いろいろな開示のルール作

りが進んでいます。金融機関のみならず、Apple Inc.などの

企業も調達先に再エネを要求しています。EUは、この中で

も強力にルール化を進めており、炭素国境調整メカニズム

やCBAM＊3を提案しています。これは、地球温暖化対策を

真面目にやっていない国に対して、実質的関税をかけてしま

おうという発想です。ヨーロッパと取引をしようすると、企業は

しっかりとしたCO2の削減対策をやらないと、すごく課税がか

かることになります。

　日本でも、カーボンプライシングの議論は始まっています。

環境省は、一言で言うと炭素税の導入を中心的に考えていま

す。経産省は民間の力の活用ということで、排出量取引的な

制度として、排出枠の設定ではなく自分が自分の目標を超え

た分を売り買いする自主的な仕組みであるGXリーグを推進し

ています。

松木　欧州委員会のCBAMの件ですが、WTOではこの

領域の議論は行われていますか。

寺澤　WTOではあまり議論されていないようです。CBAM

は、理屈から言うとCO2を使うものにはすべて関税をかけるこ

とになるので、日本が問題提起をしていくことが重要だと考え

ています。

見える化やAI活用
野口　NECはICT企業ですが、期待をお聞かせください。

寺澤　NECは、日本最大級のICT企業として非常に期待し

ています。スコープ 1から3までの見える化、防災や森林火災

監視などの観点から、衛星も含めたモニタリングの重要性も

これには含まれます。

株式会社国際社会経済研究所（IISE）理事

はじめに

温室効果ガスの見える化や各種モニタリングなどを通じて、
地球環境の保全に向けたＩＣＴやＡＩ技術の利活用に期待

日本エネルギー経済研究所理事長とNEC・IISE幹部
有識者対談

＊1 温室効果ガスの排出区分。スコープ１は事業者自らによる排出、スコープ2は他社から供給された電気等の使用に伴う間接排出、スコープ3はそれら以外の間接排出を示す。
＊2 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）　＊3 CBAM（国境炭素調整措置）

各員略歴は2023年3月現在のもの



気候変動がもたらす近未来の悲劇

　気象庁や世界気象機関の災害データでも30年に一度の出現

確率とされる高温、大雨、洪水などの異常気象が頻発している＊1。

国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、災害の主たる

原因は地球温暖化であり「人間の影響が大気、海洋および陸域を

温暖化させてきたことには疑う余地がない」と喝破し、緩和と適応が

極限に達していることを示唆。危機に対処できる先進国できない

途上国は、「新しい南北問題』でもある。

　今後の人類は、異常な気象を体験し、さらにはロス&ダメージにも

対応する時代に生きていかなければならないのは確実である。

降水の極端化
　2040年の夏、降水の分布が極端になってきている。たとえば

東京は2か月もの間、まったく雨が降っていない。その反面、九州に

はほとんど毎週のように大雨が降る。いまや日降水量が200㎜の

日も珍しくない。九州には今年10度目の台風が上陸しているが、

日本の南洋赤道付近における熱帯低気圧、台風の発生頻度や

強度は明らかに巨大化している。20年前に、予測されていた酷い雨

が今まさに現実のものとなっているのだ。

災害に対処しきれない社会
　大雨や異常な高温などの気候変動は経済社会に大きな変化を

及ぼしている＊2。今まで地域に投じた災害対策では防げないような

大雨洪水による河川氾濫や高潮などの被害の増加が報告されて

いる。しかし、財政がひっ迫するなか、国はもちろん各地方自治体も、

そうした被害に対するインフラメンテナンスや災害復旧予算が組め

ないところが大半。一部の富める都市では対策は十全だが、一部

にはスラム街や財政破綻都市が形成され、破壊されたインフラの

再建もままならない。

エネルギー安定価格の崩壊
　従来の石油燃料由来エネルギーにだけに頼り、地域の再生可能

エネルギーへの対応を怠っていた自治体では、燃料価格高騰の

影響により公共施設などの停電が頻発、電力価格上昇のために

電気代を払えない世帯が激増している。一方、無計画かつ環境

影響を考えない太陽光パネルの設置で、CO2の排出量削減だけを

優先した結果自然破壊が進み循環性が破壊されている地域も

あって矛盾だらけだ。

世界の生態系の激変
焼き畑や伐採などにより世界の森林面積は20世紀終わりから1分

間で東京ドーム2個以上のペースで減少しており、CO2吸収量も

大きく減少し、その影響は日本にも及び、海面上昇による干潟や

マングローブの消滅で、自然生態系による気候変動緩衝の役割が

減り、海洋酸性化の進捗で日本近海の漁獲量も激減した。自然

由来の食品、医薬品、エネルギー源などの流通量も激減している。

恒常的な気温上昇によって生物分布も変容し、蚊が媒介するマラ

リアが日本でも普通の風邪と同じ扱いになった。

気候変動がもたらす近未来の悲劇
　2040年から振り返れば、20年前には多くの分岐点があった。地球

温暖化は人類由来だと繰り返し指摘されてきたのに、問題先送りや

目先の利益優先。地球温暖化対策を実施している企業は53.5%＊3。

地球温暖化に取り組む企業は一部に限られ、温暖化に対する生活

者の認識も高まらなかった結果が、今、顕著に表れている。さらにこの

傾向が 2050年、2070年と続いた場合、人間社会に、そしてもっと

身近な我々の生活にどのような悲劇が待っているのだろうか。

2040年の夏
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うでしょうか？

寺澤　国際的動向ですが、CO2排出にかかるスコープ3＊1

についても開示を推奨するという流れになってきています。世

界ではTCFD＊2対に基づいて、いろいろな開示のルール作

りが進んでいます。金融機関のみならず、Apple Inc.などの

企業も調達先に再エネを要求しています。EUは、この中で

も強力にルール化を進めており、炭素国境調整メカニズム

やCBAM＊3を提案しています。これは、地球温暖化対策を

真面目にやっていない国に対して、実質的関税をかけてしま

おうという発想です。ヨーロッパと取引をしようすると、企業は

しっかりとしたCO2の削減対策をやらないと、すごく課税がか

かることになります。

　日本でも、カーボンプライシングの議論は始まっています。

環境省は、一言で言うと炭素税の導入を中心的に考えていま

す。経産省は民間の力の活用ということで、排出量取引的な

制度として、排出枠の設定ではなく自分が自分の目標を超え

た分を売り買いする自主的な仕組みであるGXリーグを推進し

ています。

松木　欧州委員会のCBAMの件ですが、WTOではこの

領域の議論は行われていますか。

寺澤　WTOではあまり議論されていないようです。CBAM

は、理屈から言うとCO2を使うものにはすべて関税をかけるこ

とになるので、日本が問題提起をしていくことが重要だと考え

ています。

見える化やAI活用
野口　NECはICT企業ですが、期待をお聞かせください。

寺澤　NECは、日本最大級のICT企業として非常に期待し

ています。スコープ 1から3までの見える化、防災や森林火災

監視などの観点から、衛星も含めたモニタリングの重要性も

これには含まれます。

＊4 JAXA（宇宙航空研究開発機構）　＊5 GFANZ（ネットゼロのためのグラスゴー金融同盟）

＊1 全国（アメダス）の1時間降水量50mm以上の年間発生回数

出典：気象庁「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」をもとにIISE作成
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＊2 21世紀末の日本の年平均気温

出典：文部科学省及び気象庁「21世紀末の日本の年平均気温」
　　 『日本の気候変動2020』p.5より引用

2°C上昇シナリオ
による予測

4°C上昇シナリオ
による予測

21世紀末（2076～2095年平均）における年平均気温の
20世紀末（1980 ～1999年平均）からの偏差

＊3 企業の地球温暖化対策状況（n=861）

積極的に行っている 行っている
行っていない／わからない 社内で認知されていない

検討中である

15.8 37.7 21.6 18.2 6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

53.5%

注：日本全体の事業所の業種×規模別構成の縮図となるように、経済センサス・事業所統計調
査の結果を基に、初期設定の割付を行った。対象は中小企業の定義にあてはまらない企業
の環境業務に従事した社員に対して実施。企業規模・業種等から同一企業と考えられる回
答は削除した。

出典：IISE「法人の環境に対する取組状況調査(2022年)」2022年11月調査（調査委託先：
マクロミル）



「＋3Dグリッド」を目指した社会基盤の実装を加速させる。

＋3Dとは、太陽光発電や分散型リソース活用による脱炭素化

（Decarbonization）、分散化（Decentralization）、AIやIoTの

デジタル技術（Digitalization）によって支えることで、きわめて

効率的な分散型グリッド社会を構築することができる。これによ

り、需給調整を通じたエネルギーの最適利用・脱炭素のみなら

ず、災害などの緊急時にも多様な供給者から需要者へのエネル

ギー供給が可能なるため、安全保障システムの役割も果たす。

　こうした技術・ソリューション群をいかに社会へ実装し、環境

問題に対処していくのか。まず、私たちNECグループは地域や

社会とともに生きており、様々な人たちとのコラボレーション・パー

トナリングが大事だと考える。NECグループのみで、全ての環境

ソリューションに対応したプラットフォーマーにはなれないが、多様

な業種・企業、政府、アカデミア、地域の皆さまなどと協力のうえ、

世界全体の環境を最適に近づけるような取り組みを行っていき

たいと考えている。また、そうした未来の社会を実現するためにも、

制度やルールメイクには積極的に参画していく。新しい分野とし

て、未来のCO2排出削減分をクレジットとする制度設計にも取り

組み始めている。すでにNECは慶應義塾大学と共同で「潜在

カーボンクレジット＊3」構想を2023年2月に発表しており、産学

官共創のコンソーシアム作りが始まっている。また、生物多様性

の議論も生きとし生けるものにとって重要な議題だ。これらのテー

マは、すでに世界で議論が始まっている。

　改めてNECグループの環境Thoughtを考えるとき、私たちは

私たちが有する先進的で尖った技術ソリューション群を、他の

パートナーと共に活用・ブラッシュアップしながら社会全体の最適

化を実現し、地球との共生に最適化した持続可能な社会の実現

をICT・デジタルの領域から力強く進めていく考えである。

5 6

NECグループがもてる高度な技術やソリューションを駆使し、
地球との持続的な共生が可能な未来を創造する。

　カーボンニュートラル社会を実現するためには、CO2等の目に

見えないGHG（Green House Gas）排出量の見える化を行い、

その排出源や排出に伴う企業や個人の活動を分析することか

ら始まると考えている。排出源や原因となる活動がわかれば、

ICTをフル活用して排出量を減らすための対処を実施することが

できる。前頁「2040年の夏」でも示した通り、一企業、一個人の

努力だけではGHG排出量の抑制効果は限定的である。より適

用範囲を広げて業界全体のⅠ.見える化・分析、Ⅱ.対処のサイクル

を回し、更に地域全体、サプライチェーン全体も同様にサイクルを

回して最適化を進めていくことで、Ⅲ.仕組化が実現できる（＊1

左図）。ここでは、企業等のCO2排出量の見える化を第一歩と

し、そのCO2の排出を抑制することに適した方法のひとつとして、

再生可能エネルギーの主力化を加速するには、太陽光パネルや

蓄電池といった再生可能エネルギー設備の導入の促進が求め

られる。一方で、太陽光発電や風力発電など自然の力を利用す

る再生可能エネルギーは電力供給が不安定であるという特徴も

持つ。安定した系統運用を行うためには電力の需給状況に応じ

て調整する電力をやり取りする市場が求められる。そのような目的

で仕組み化されたものが需給調整市場である。この需給調整市

場では調整電源として火力発電だけでなく、企業などに分散する

エネルギーリソースを束ねてクリーンな調整力の供出も可能と

なった。このような市場があることで、再生可能エネルギー設備や

自社の電力需給の見える化、再生可能エネルギーを最大限有

効活用するためのリソースアグリゲーションによる調整市場での

取引による収益化などの対処の手段の社会実装が進む。NEC

グループが目指す持続可能な社会は、こういった段階を踏んで社

会全体のルールメイクや仕組みづくりを推進していくことにある。

　このようにICTを活用して「Ⅰ.見える化・分析」→「Ⅱ.対処」と

進めカーボンニュートラルの実現を個人や企業の方々に実践・

実感してもらいながら適応させる範囲を広げ、「Ⅲ.仕組化」を実現

することで地球と共生し未来を守ることを皆さまと共感・実現して

いくことこそが、NECグループの目指す持続可能な社会である。

　NECグループの現在と将来の強みとして、環境に関する見える

化、分析、対処におけるいくつかのソリューションをご紹介する。

見える化：地球全体を俯瞰する
　通信技術を応用することで、宇宙や海底・水中でも見える化

が実現できる可能性がある。未来の宇宙利用として、宇宙におけ

るネットワークの構築により宇宙に配置した衛星群と他の衛星群

との通信が実現され、リアルタイムにいつでも情報の入手が可能

となる。また水中における音響データ通信によりリアルタイム

情報の活用を目指すことで、宇宙と水中から地球全体を俯瞰する

システムを構築することができる。

分析：オーバーレイ・デジタルツイン
　見える化によって得た情報、たとえば災害発生時の現場の

確認を行い、素早い情報伝達を行うことで、AIを活用し、二次

被害災害の予測分析が即時可能となる。こういった地球規模の

観測から分析をまとめて行うシステムは防災を含めた気象全般に

備える手段として強力な手段になろう。他には、サプライチェーン

全体でCO2排出量を最適化するオーバーレイ・デジタルツインが

ある。これは、個別業種ごとのCO2排出量に対する最適解を統

合することによって、サプライチェーン全体が排出するCO2を個

別業種の事情を調整しながら削減することが可能となるプロセス

イノベーションを実現するシステムである。

対処：＋3Dグリッド
　電力供給に際して、これからはS（safety）＋3E＊2に加えて

あるべき姿の環境フレームワーク

危機的な環境の未来に対して、
私たちNECグループはどのように解決していくのか。

＊1 NECグループが目指すグリーンな社会実現のために

Ⅲ.仕組化

カーボンニュートラル社会実現への道筋 社会実装のサイクル

ソリューション群
and/or

目指すべき技術群

Ⅱ.対処
例：再生可能エネルギー導入

蓄電池等
リソースアグリゲーション

Ⅰ.見える化・分析
例：CO2排出量可視化等

Ⅲ.仕組化
例：電力調整市場

社会実装

Ⅱ.対処
（全体最適）

Ⅱ.対処
（業界最適）

Ⅱ.対処
（個別最適）

潜在カーボンクレジットとは

持続可能な社会への変革を支えるテクノロジー

共創を生み出すエコシステム

＊2 自給率（Energy Security）、経済効率性（Economic Efficiency）、環境適合（Environment）

地球と共生して
未来を守る社会

デジタル

Ⅰ.見える化・分析

Ⅰ.見える化・分析

Ⅰ.見える化・分析

＊3 防災による将来のCO2排出と抑制量に着目した新たなカーボンクレジットの取り組み。防災・
減災ソリューションにより「将来のCO2」を抑制・可視化し、抑制できるCO2を金融商品化した
ファイナンスの仕組みにより、防災への投資を促す。

出典：NEC「潜在カーボンクレジット」記者発表資料より引用
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